
 
※注) 1. 年度の区分及び金額は原則、円借款及び無償資金協力は交換公文ベース、技術協力は予算年度の経費実績ベースによる。 

2. 2010年～2013年度の技術協力においては、日本全体の技術協力の実績であり、2014年度の日本全体の実績については集計中であるため、JICA実績のみを示している。 
(  )内はJICAが実施している技術協力の実績及び累計となっている。 
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主要経済指標等（2014年） 表－1 我が国の対タイ援助形態別実績（年度別） 
●人口 ······································································· 6,773万人 
●ＧＮＩ総額 ·················································· 3,633.56億ドル 
●ＧＮＩ一人あたり ················································ 5,370ドル 
●経済成長率 ····································································· 0.7％ 
●失業率（2013年） ······················································· 0.7％ 
●対外債務残高（2013年） ························ 1,353.79億ドル 
●援助受取総額（支出純額）（2013年） ··········· -0.24億ドル 
●ＤＡＣ分類 ···························································· 高中所得国 
●世界銀行分類 ················································· iii／高中所得国 

出典）WDI（世界銀行）等。詳細は解説参照。 
 
ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）代表的な指標 過去データ 最新データ 
●目標１：１日1.25ドル未満で生活する人々の割合 ··································································································· 11.6％(1990) 0.3％(2010) 
●目標２：初等教育における純就学率 ··························································································································· 93.9％(2006) 95.6％(2009) 
●目標３：初等教育における男子生徒に対する女子生徒の比率（男子を１とした時の女子の人数） ··················· 0.98人(1991) 0.97人(2013) 
●目標４：５歳未満児の死亡数（1,000人あたり） ···································································································· 37.1人(1990) 13.1人(2013) 
●目標５：妊産婦の死亡数（出生児10万人あたり） ······································································································· 42人(1990) 26人(2013) 
●目標６：15～49歳のHIV感染率（100人あたりの年間新規感染者数の推定値） ················································ 0.07％(2001) 0.02％(2013) 
●目標７：改良飲料水源を継続して利用できる人口の割合 ························································································ 87.3％(1990) 97.8％(2015) 

出典）Millennium Development Indicators (The Official United Nations Site for the MDG Indicators) 

主要ドナーの対タイ経済協力実績（2013 年） （支出総額ベース、単位：百万ドル） 
1 位 日本 607.21 2 位 米国 56.84 3 位 ドイツ 19.63 4 位 フランス 15.26 5 位 スウェーデン 8.47 

出典）OECD/DAC 
  

タイに対する我が国ODA概要  
１．概要 

タイに対する我が国のODAは 1954 年の技術協力に始まり、1968 年に円借款、1970 年に無償資金協力が
開始（1993 年度をもって一般プロジェクト無償資金協力は卒業）され、タイの経済発展と我が国との二国間関
係の発展に貢献してきた。我が国は、タイに対する最大の援助国（累計ベース）である。 

２．意義 
中進国入りしたタイが持続的に社会・経済を発展させていくためには、競争力強化を通じた更なる経済成長、

環境・気候変動問題、高齢化問題、社会的弱者支援といった国内課題への取組に協力することが必要である。 
また、ASEAN共同体の設立に向けて中核的役割を担い、メコン地域発展の鍵であるタイの戦略的重要性を踏

まえ、ASEAN連結性強化、格差是正といった域内共通課題への取組にタイと協力していくことが重要である。 
さらに、援助国でもあるタイと、開発パートナーとして両国の強みを活用した協力を展開することは、中進

国に対する開発協力のモデル構築の観点からも効果的である。 
３．基本方針 

「戦略的パートナーシップに基づく双方の利益増進及び地域発展への貢献の推進」 
我が国とタイの政治・経済・社会面での緊密な関係を踏まえた戦略的パートナーシップに基づき、双方の利

益増進につながる協力を推進するとともに、ASEAN・メコン地域の均衡のとれた発展に貢献する。 
４．重点分野 
（１）持続的な経済の発展と成熟する社会への対応：産業人材の育成や日タイ経済連携の強化、競争力強化のため

の基盤整備、日タイ連携による研究能力向上、研究機関や研究者間のネットワーク強化の支援を行うとともに、
環境・気候変動問題、高齢化問題、社会的弱者支援等、タイだけでは解決が困難な課題について、我が国の知見・
経験も活用した支援に取り組む。 

（２）ASEAN域内共通課題への対応：ASEAN共同体設立も視野に入れ、タイとの協力に基づき、ASEAN・メコ
ン地域における連結性強化及び同地域内の格差是正などの域内共通課題への取組についての支援を行う。 

（３）ASEAN域外諸国への第三国支援：援助国でもあるタイと協力し、アフリカ地域を中心としたASEAN域外諸
国への南南協力を展開する。 

  

   (単位：億円） 

年 度 円借款 無償資金協力 技術協力 

2010 年度 239.46 10.87 39.76(27.98) 

2011 年度 － 3.06 51.62(35.29) 

2012 年度 － 89.86 49.80(34.79) 

2013 年度 － 1.78 44.85(27.69) 

2014 年度 － 2.31 17.43 

累 計 21,986.21 1,705.09 2,486.87(2,242.41) 
※脚注参照 

表－7 2014 年度実施協力準備調査案件 
案 件 名 協 力 期 間 

地雷除去地域での綿花栽培事業準備調査（BOP ビジネス連携促進） 12.07～14.04 
農村部における生活用水給水システム事業準備調査（BOP ビジネス連携促進） 12.08～15.07 
殺菌剤入石けん液等の普及による衛生状況改善事業準備調査（BOP ビジネス連携促進） 13.02～15.01 
農業機械化による収量拡大と農家の自立化支援事業準備調査（BOP ビジネス連携促進） 13.03～15.08 
国道 5 号線改修事業（スレアマアム-バッタンバン間、シソポン-ポイペト間）準備調査 13.04～14.11 
人材育成奨学計画準備調査 13.07～14.07 
プノンペン首都圏送配電網拡張整備事業フェーズ２準備調査 14.04～15.03 
カンポット及びシハヌークビルにおける地方上水道拡張整備計画準備調査 14.05～15.03 
プノンペン都交通管制システム導入計画準備調査 14.05～15.01 
州病院整備計画準備調査 14.07～15.03 
チュルイ・チョンバー橋改修計画準備調査 14.12～15.10 

出典）JICA 

 

表－8 2014 年度草の根・人間の安全保障無償資金協力案件 
案 件 名 

プレアビヒア州サンカエ・ピー地区道路洪水対策計画 
コンポントム州病院感染症病棟改修計画 
バッタンバン州バヴェル郡バントン小学校建設計画 
ポーサット州ヴィールヴェン郡トゥールクロー小学校建設計画 
ポーサット州バカン郡ボントゥノット小学校建設計画 
コンポンチャム州トロペアン・カンダール灌漑用水路改修計画 
スバイリエン州トローク・コンボット灌漑用水路改修計画 
タケオ州ダウム・トゥコー灌漑施設改修計画 
ケップ州における農業機械整備計画 
コンポンチュナン州バン・トム灌漑施設改修計画 
スバイリエン州コンポン・ロー郡プレイ・モノス小学校建設計画 
スバイリエン州タナオ農協センター建設計画 
スバイリエン州教員養成校整備計画 
クラチェ州ソンボー郡コンポンチャム保健センター建設計画 
タケオ州キリヴォンレファラル病院ロミン分院整備計画 
オッドーミエンチェイ州トロペアン・プラサート郡道路橋建設計画 
パイリン州サラクラウ郡プサー・プロム道路洪水対策計画 
プノンペン都フンセン・ブンラニー・アルンワテイ中学校建設計画 
プレイベーン州コンポントラバエク郡コンポントラバエク中学校建設計画 
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表－3 我が国の対タイ援助形態別実績（OECD/DAC 報告基準） 
（支出純額ベース、単位：百万ドル） 

暦 年 有 償 資 金 協 力  無償資金協力 技 術 協 力 合 計 

2010 年 -214.79 14.92 (1.91) 56.33 -143.54 

2011 年 -237.15 7.25 (1.25) 62.27 -167.64 

2012 年 -327.85 13.86 (1.29) 71.48 -242.51 

2013 年 -265.03 23.60 (1.08) 48.38 -193.05 

2014 年 107.70 9.95 (3.05) 39.45 157.10 

累 計 1,904.41 997.78 (12.18) 2,832.19 5,734.35 

出典）OECD/DAC 
注） 1．国際機関を通じた贈与については、2006年より、拠出時に供与先の国が明確であるものについては各被援助国への援助として

「無償資金協力」へ計上することとしている。また、OECD/DAC事務局の指摘に基づき、2011年には無償資金協力に計上する
国際機関を通じた贈与の範囲を拡大した。（ ）内は、国際機関を通じた贈与の実績(内数）。 

 2．有償資金協力及び無償資金協力は、これまでに交換公文で決定した約束額のうち当該暦年中に実際に供与された金額（有償資金
協力については、タイ側の返済金額を差し引いた金額）。 

 3．有償資金協力の累計は、為替レートの変動によりマイナスになることがある。 
 4．技術協力は、JICAによるもののほか、関係省庁及び地方自治体による技術協力を含む。 

 

表－4 主要ドナーの対タイ経済協力実績 
（支出総額ベース、単位：百万ドル） 

暦 年 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 うち日本 合  計 

2009 年 日本 115.32 米国 26.71 ドイツ 22.64 フランス 18.87 英国 9.93 115.32 229.50 

2010 年 日本 226.01 米国 50.35 ドイツ 20.97 フランス 16.84 オーストラリア 8.10 226.01 349.35 

2011 年 日本 310.40 米国 58.18 ドイツ 19.87 フランス 16.42 オーストラリア 10.33 310.40 447.61 

2012 年 日本 289.03 米国 53.19 ドイツ 20.45 フランス 13.79 オーストラリア 13.62 289.03 417.63 

2013 年 日本 607.21 米国 56.84 ドイツ 19.63 フランス 15.26 スウェーデン 8.47 607.21 729.79 

出典）OECD/DAC 

 

表－5 国際機関の対タイ経済協力実績 
（支出総額ベース、単位：百万ドル） 

暦 年 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 そ の 他 合  計 

2009年 GFATM 30.22 EU Institutions 21.31 UNHCR 2.77 UNFPA 1.76 Montreal Protocol 1.45 5.86 63.37 

2010年 GFATM 42.82 EU Institutions 24.11 GEF 11.98 UNHCR 4.22 UNDP 1.89 6.32 91.34 

2011年 GFATM 61.00 EU Institutions 23.07 UNHCR 8.43 WHO 2.99 UNFPA 1.87 5.70 103.06 

2012年 GFATM 28.10 EU Institutions 20.90 UNHCR 8.35 ADB Sp. Fund 3.00 WHO 2.18 6.21 68.74 

2013年 CIF 50.60 GFATM 47.41 EU Institutions 19.86 GEF 2.66 WHO 2.62 6.40 129.55 

出典）OECD/DAC 
注）順位は主要な国際機関についてのものを示している。 

 

表－6 実施済および実施中の開発計画調査型技術協力案件（開発調査案件を含む）（開始年度が 2010 年度以降のもの） 
案 件 名 協 力 期 間 

地方における橋梁基本計画作成・橋梁維持管理能力プロジェクト 11.10～13.07 
チャオプラヤ川流域洪水対策プロジェクト 11.12～13.06 
タイ農業セクター洪水対策プロジェクト 12.02～13.06 

出典）JICA 

 

  

 

表－2 我が国の年度別・形態別実績詳細（表ー1 の詳細） 
   (単位：億円) 
年 度 円借款 無償資金協力 技術協力 

2012 年度 な し  89.86 億円 
・パサック川東部アユタヤ地区洪水対策

計画 (25.50) 
・東部外環状道路（国道 9 号線） 

改修計画 (54.80) 
・ノン・プロジェクト無償(1 件)(8.00) 
・日本NGO連携無償(1 件) (0.10) 
・草の根・人間の安全保障無償(20 件)
 (1.46) 

・関税分類及び関税評価における透明性
及び予見性向上プロジェクト 
 [12.10～15.10] 

・地方環境管理能力向上及び連携強化プ
ロジェクト [12.12～15.12] 

・要援護高齢者等のための介護サービス
開発プロジェクト [13.01～17.08] 

・アセアン工学系高等教育ネットワーク
プロジェクトフェーズ 3 
 [13.03～18.03] 

・バンコク都気候変動マスタープラン
（2013 年‐2023 年）作成・実施能力
向上プロジェクト [13.03～15.03] 

2013 年度 な し  1.78 億円 
・日本NGO連携無償(1 件) (0.11) 
・草の根・人間の安全保障無償(18 件) 
 (1.29) 
・ジャパンプラットフォームを通じた人

道支援(3 件) (0.38) 

・地方レベルの統合中小企業支援普及プ
ロジェクト [13.05～16.05] 

・東南アジア地域気候変動緩和・適応能
力強化プロジェクト [13.06～16.05] 

2014 年度 な し  2.31 億円 
・日本NGO連携無償(1 件) (0.14) 
・草の根文化無償(1 件) (0.10) 
・草の根・人間の安全保障無償(13 件)
 (1.49) 
・ジャパンプラットフォームを通じた人

道支援(4 件) (0.58) 

 

2014 年度 
までの累計 21,986.21 億円 1,705.09 億円 

2,486.87 億円(2,242.41 億円) 
研修員受入 53,116 人 
専門家派遣 13,905 人 

注）１．表－1 注釈同様 
２．技術協力においては､2012 年度以降に開始され 2014 年 4 月の時点で継続中の技術協力プロジェクト案件のみを掲載している。案件の［ ］内は、協力期間。 

18

東
ア
ジ
ア

タ イ



表－3 我が国の対タイ援助形態別実績（OECD/DAC 報告基準） 
（支出純額ベース、単位：百万ドル） 

暦 年 有 償 資 金 協 力  無償資金協力 技 術 協 力 合 計 

2010 年 -214.79 14.92 (1.91) 56.33 -143.54 

2011 年 -237.15 7.25 (1.25) 62.27 -167.64 

2012 年 -327.85 13.86 (1.29) 71.48 -242.51 

2013 年 -265.03 23.60 (1.08) 48.38 -193.05 

2014 年 107.70 9.95 (3.05) 39.45 157.10 

累 計 1,904.41 997.78 (12.18) 2,832.19 5,734.35 

出典）OECD/DAC 
注） 1．国際機関を通じた贈与については、2006年より、拠出時に供与先の国が明確であるものについては各被援助国への援助として

「無償資金協力」へ計上することとしている。また、OECD/DAC事務局の指摘に基づき、2011年には無償資金協力に計上する
国際機関を通じた贈与の範囲を拡大した。（ ）内は、国際機関を通じた贈与の実績(内数）。 

 2．有償資金協力及び無償資金協力は、これまでに交換公文で決定した約束額のうち当該暦年中に実際に供与された金額（有償資金
協力については、タイ側の返済金額を差し引いた金額）。 

 3．有償資金協力の累計は、為替レートの変動によりマイナスになることがある。 
 4．技術協力は、JICAによるもののほか、関係省庁及び地方自治体による技術協力を含む。 

 

表－4 主要ドナーの対タイ経済協力実績 
（支出総額ベース、単位：百万ドル） 

暦 年 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 うち日本 合  計 

2009 年 日本 115.32 米国 26.71 ドイツ 22.64 フランス 18.87 英国 9.93 115.32 229.50 

2010 年 日本 226.01 米国 50.35 ドイツ 20.97 フランス 16.84 オーストラリア 8.10 226.01 349.35 

2011 年 日本 310.40 米国 58.18 ドイツ 19.87 フランス 16.42 オーストラリア 10.33 310.40 447.61 

2012 年 日本 289.03 米国 53.19 ドイツ 20.45 フランス 13.79 オーストラリア 13.62 289.03 417.63 

2013 年 日本 607.21 米国 56.84 ドイツ 19.63 フランス 15.26 スウェーデン 8.47 607.21 729.79 

出典）OECD/DAC 

 

表－5 国際機関の対タイ経済協力実績 
（支出総額ベース、単位：百万ドル） 

暦 年 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 そ の 他 合  計 

2009年 GFATM 30.22 EU Institutions 21.31 UNHCR 2.77 UNFPA 1.76 Montreal Protocol 1.45 5.86 63.37 

2010年 GFATM 42.82 EU Institutions 24.11 GEF 11.98 UNHCR 4.22 UNDP 1.89 6.32 91.34 

2011年 GFATM 61.00 EU Institutions 23.07 UNHCR 8.43 WHO 2.99 UNFPA 1.87 5.70 103.06 

2012年 GFATM 28.10 EU Institutions 20.90 UNHCR 8.35 ADB Sp. Fund 3.00 WHO 2.18 6.21 68.74 

2013年 CIF 50.60 GFATM 47.41 EU Institutions 19.86 GEF 2.66 WHO 2.62 6.40 129.55 

出典）OECD/DAC 
注）順位は主要な国際機関についてのものを示している。 

 

表－6 実施済および実施中の開発計画調査型技術協力案件（開発調査案件を含む）（開始年度が 2010 年度以降のもの） 
案 件 名 協 力 期 間 

地方における橋梁基本計画作成・橋梁維持管理能力プロジェクト 11.10～13.07 
チャオプラヤ川流域洪水対策プロジェクト 11.12～13.06 
タイ農業セクター洪水対策プロジェクト 12.02～13.06 

出典）JICA 

 

  

 

表－2 我が国の年度別・形態別実績詳細（表ー1 の詳細） 
   (単位：億円) 
年 度 円借款 無償資金協力 技術協力 

2012 年度 な し  89.86 億円 
・パサック川東部アユタヤ地区洪水対策

計画 (25.50) 
・東部外環状道路（国道 9 号線） 

改修計画 (54.80) 
・ノン・プロジェクト無償(1 件)(8.00) 
・日本NGO連携無償(1 件) (0.10) 
・草の根・人間の安全保障無償(20 件)
 (1.46) 

・関税分類及び関税評価における透明性
及び予見性向上プロジェクト 
 [12.10～15.10] 

・地方環境管理能力向上及び連携強化プ
ロジェクト [12.12～15.12] 

・要援護高齢者等のための介護サービス
開発プロジェクト [13.01～17.08] 

・アセアン工学系高等教育ネットワーク
プロジェクトフェーズ 3 
 [13.03～18.03] 

・バンコク都気候変動マスタープラン
（2013 年‐2023 年）作成・実施能力
向上プロジェクト [13.03～15.03] 

2013 年度 な し  1.78 億円 
・日本NGO連携無償(1 件) (0.11) 
・草の根・人間の安全保障無償(18 件) 
 (1.29) 
・ジャパンプラットフォームを通じた人

道支援(3 件) (0.38) 

・地方レベルの統合中小企業支援普及プ
ロジェクト [13.05～16.05] 

・東南アジア地域気候変動緩和・適応能
力強化プロジェクト [13.06～16.05] 

2014 年度 な し  2.31 億円 
・日本NGO連携無償(1 件) (0.14) 
・草の根文化無償(1 件) (0.10) 
・草の根・人間の安全保障無償(13 件)
 (1.49) 
・ジャパンプラットフォームを通じた人

道支援(4 件) (0.58) 

 

2014 年度 
までの累計 21,986.21 億円 1,705.09 億円 

2,486.87 億円(2,242.41 億円) 
研修員受入 53,116 人 
専門家派遣 13,905 人 

注）１．表－1 注釈同様 
２．技術協力においては､2012 年度以降に開始され 2014 年 4 月の時点で継続中の技術協力プロジェクト案件のみを掲載している。案件の［ ］内は、協力期間。 
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※注) 1. 年度の区分及び金額は原則、円借款及び無償資金協力は交換公文ベース、技術協力は予算年度のJICA経費実績ベースによる。 

[4] 中 国 

主要経済指標等（2014年） 表－1 我が国の対中国援助形態別実績（年度別） 
●人口 ······································································· 13.64億人 
●ＧＮＩ総額 ············································· 100,691.80億ドル 
●ＧＮＩ一人あたり ················································ 7,380ドル 
●経済成長率 ····································································· 7.4％ 
●失業率（2013年） ······················································· 4.6％ 
●対外債務残高（2013年） ························ 8,744.63億ドル 
●援助受取総額（支出純額）（2013年） ··········· -6.51億ドル 
●ＤＡＣ分類 ···························································· 高中所得国 
●世界銀行分類 ················································· iv／高中所得国 

出典）WDI（世界銀行）等。詳細は解説参照。 
 
ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）代表的な指標 過去データ 最新データ 
●目標１：１日1.25ドル未満で生活する人々の割合 ··································································································· 60.7％(1990) 6.3％(2011) 
●目標２：初等教育における純就学率 ··························································································································· 97.0％(1990) 86.9％(1997) 
●目標３：初等教育における男子生徒に対する女子生徒の比率（男子を１とした時の女子の人数） ··················· 0.90人(1990) 1.01人(2013) 
●目標４：５歳未満児の死亡数（1,000人あたり） ···································································································· 53.9人(1990) 12.7人(2013) 
●目標５：妊産婦の死亡数（出生児10万人あたり） ······································································································· 97人(1990) 32人(2013) 
●目標６：15～49歳のHIV感染率（100人あたりの年間新規感染者数の推定値） ······································································ － － 
●目標７：改良飲料水源を継続して利用できる人口の割合 ························································································ 66.9％(1990) 95.5％(2015) 

出典）Millennium Development Indicators (The Official United Nations Site for the MDG Indicators) 

主要ドナーの対中国経済協力実績（2013 年） （支出純額ベース、単位：百万ドル） 
1 位 ドイツ 371.57 2 位 フランス 148.74 3 位 米国 42.46 4 位 ノルウェー 21.16 5 位 オーストリア 20.25 

出典）OECD/DAC 
  

中国に対する我が国ODA概要  
１．概要 

1979 年以降、中国に対するODAは、中国の改革・開放政策の維持・促進に貢献すると同時に、日中関係の
主要な柱の一つとしてこれを下支えする強固な基盤を形成してきた。経済インフラ整備支援等を通じて中国経
済が安定的に発展してきたことは、アジア太平洋地域の安定にも貢献し、ひいては我が国企業の中国における
投資環境の改善や日中の民間経済関係の進展にも大きく寄与した。一方、経済・技術を含め、様々な面で大き
く変化を遂げた中国に対するODAによる開発支援は、既に一定の役割を果たした。2006 年に一般無償資金協
力、2007 年に円借款の新規供与を終了し、現在は技術協力、草の根・人間の安全保障無償資金協力などを限定
的に実施している。 

2．基本方針 
中国の開発に資する支援が既に一定の役割を果たしたことを踏まえ、現在の同国に対するODAは、我が国国

民の生活に直接影響する越境公害、感染症、食品の安全等協力の必要性が真に認められる分野における技術協
力や草の根・人間の安全保障無償資金協力などのごく限られた分野での協力を実施することとしている。また、
対中ODAの大部分を占める技術協力については、日中の新たな協力のあり方として、日中双方が適切に費用を
負担する方法を段階的に実施している。 

  

   (単位：億円） 

年 度 円借款 無償資金協力 技術協力 

2010 年度 － 14.66 34.68 

2011 年度 － 8.43 32.96 

2012 年度 － 2.88 25.27 

2013 年度 － 2.84 20.18 

2014 年度 － 0.85 14.36 

累 計 33,164.86 1574.50 1,831.80 
※脚注参照 

表－7 2014 年度草の根・人間の安全保障無償資金協力案件 
案 件 名 

チェンマイ県メージェム郡メージェム地区行政機構消防車整備計画 
チェンマイ県メーワーン郡メーウィン地区行政機構消防車整備計画 
スラム街の子供たちのための通学用のバス整備計画 
ランプーン県ムアン郡国王在位４８周年記念学校地下水上水道施設改善計画 
ランパーン県ムアンパーン郡山岳地域住民のための医療機材整備計画 
タイ－ミャンマー国境のターク県における結核センター拡張計画 
チャイナート県サンカブリー郡ティアングテーにおけるゴミ収集車整備計画 
タイ－ミャンマー国境沿い遠隔村の学校における初等教育環境改善計画 
チェンライ県メーラーオ郡バーンドンマダ校耐震校舎建設計画 
パンガー県クラブリチャイパット病院における薬剤保管庫整備計画 
タイ-カンボジア国境におけるランドリリース法による地雷/不発弾撤去計画 
カンチャナブリ県サンクラブリ郡における少数民族等のための障がい者自立支援センター建設および研修施設整備
計画 
チェンマイ県ムアン郡マッケーン・リハビリテーション・センターにおける障害者リハビリ体制向上計画 
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チェンマイ

要援護高齢者等のための介護サービス
開発プロジェクト(12)

地方レベルの統合中小企業支援
普及プロジェクト(12)

パサック川東部アユタヤ地区洪水対策計画(12)
東部外環状道路（国道九号線）改修工事(12)

地方環境管理能力向上及び連携強化プロジェクト(12)

アセアン工学系高等教育ネットワークプロジェクト フェーズ3(12)

バンコク都気候変動マスタープラン（2013－2023）作成・実施能力向上プロジェクト(12)

東南アジア地域気候変動緩和・適応能力強化プロジェクト(12)
関税分野及び関税評価における透明性及び予見性向プロジェクト(12)
地方レベルの統合中小企業支援普及プロジェクト(12)

メコン地域人身取引被害者支援能力向上プロジェクト(14)

（2012年度―2014年度）

酸性雨の影響評価分析にかかるキャパシティディベロップメントプロジェクト(11)

緊急無償（タイにおける洪水被害に対する緊急無償資金協力）(11)

主な


